
 平成31年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～30年度）】 【31年度】 【今後予定（32年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：
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6-5
局・課名

2,751 2,704

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 30年度予算 31年度要求額 内容・積算等

期間

事業区分 ： 重点

平成31年度要求額平成29年度決算額

事業名 外国人生活支援の推進

： 文化観光局・国際課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
歴史文化

既存事業の継続実施 既存事業の継続実施

平成30年度予算額

1,073 744 報償費、需用費、役務費等

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

8,788

78

365

981

286

3,240

592

報償費、旅費、需用費、役務費等

需用費、役務費等

堺市留学生交流事業実行委員会負担金等

33

592

32

785

374

206

3,273

　H　～　H

事業

概要

外国人市民の生活を支援することにより、国際化時代に対応
した、外国人にとっても住みやすいまちづくりを行う。
　また、各種ボランティア活動への支援を通じて、多文化共生
社会の実現を図る。

・国際ボランティア活動・交流の推進（通訳・ホストファミリー・日本語
指導）
・民間団体運営の日本語教室への支援（補助金交付、指導者研修）
・入門レベルの日本語教室の開催
・外国人相談業務（行政書士による帰化・入管相談、生活相談）
・災害時外国人支援
　　近畿地域国際化協会連絡協議会参加
　　外国人住民を対象とした防災講習
・外国人の子どもの支援にかかる研修
・堺市留学生実行委員会加盟大学の留学生への交流支援
・ＦＭ放送による多言語情報提供
・生活必携改訂

・日本語指導者向け研修会の実施
・外国人住民を対象とした防災講習会の実施

外国人相談業務

78

9,399

留学生交流・支援事業

外国人向け行政情報放送委託等

生活必携改訂

多言語FM放送による行政情報提供

需用費、役務費

7,981

債務負担行為

国際ボランティア推進事業

災害時外国人支援事業 報償費、旅費、需用費、役務費等

日本語教室の開催・支援 報償費、旅費、需用費、役務費、補助金等

やさしい日本語研修 報償費、旅費、需用費等

017008整理番号

その他

合計 9,399 8,788

みんなの審査会対象事業（平成25年度）

その他　特記事項

国際ボランティア活動の推進
多言語支援センター運営支援研修、外国人
住民を対象とした防災講習の実施
近畿地域国際化協会連絡協議会参加
「やさしい日本語」庁内研修会開催
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款

項

目

（単位  千円）

（単位  千円）
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33 消費税率対応のため

事業見直しによる減

国際ボランティア推進事業

項目 金額

限 度 額

H31要求額

017008整理番号

災害時外国人支援事業

日本語教室の開催・支援

やさしい日本語研修

外国人相談業務 420

0

事業見直しによる減△ 47

主な増減

期間 H　　～ H

0

0

その他（特別会計での要求等）

その他 △ 1 事業見直しによる減

0

0

生活必携改訂 0

多言語FM放送による行政情報提供

△ 329 事業分類の整理による減

留学生交流・支援事業 △ 80

事業分類の整理による増

事業見直しによる減△ 607

H29決算額

H30予算額

7,981

債務負担行為要求額

H33見込額

H34見込額

H35見込額

8,788

H32見込額

0

9,399

文化観光局・国際課

特　　　定　　　財　　　源
項　目 事業費

国庫支出金 府支出金 市債

局・課名

外国人生活支援の推進

当初予算要求・将来見込額及び財源内訳

根拠法令

総務費

総務管理費

国際交流費

事業名

その他
一般財源

補足事項

【課題・懸案事項】

・災害対策本部と多言語支援センターの連携や役割分担についての整理
・国籍別上位第3位となっているベトナム国籍市民向けの情報発信や生活相
談対応

【国の動向・他市事例】
7月24日、閣議において、「一定の専門性・技能を有する新たな外国人材の受
入及び我が国で生活する外国人との共生社会の実現にむけた環境整備を、
関係省庁、地方公共団体が協力・連携して、効果的・効率的に進めること」が
決定された。これにより、在留資格の新たな創出をはじめ、外国人受入のた
めの総合的施策が来年度以降実施される予定である。

【事業を廃止するために必要な事項】

(廃止できない場合、具体的な理由）
・近年増加傾向にある在住外国人住民への行政サービスの提供に、本字表
は不可欠である。

【堺市SDGs未来都市計画のKPI達成に寄与する理由】

7,981

9,399

関連する

SDGsのゴール １６．平和と公平をすべての人に１１．住み続けられるまちづくりを

１０．人や国の不平等をなくそう１．貧困をなくそう

8,788

0

理由

0


